　　　　　　　　　　　　
様式第3号の2(第8条関係)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事　業　計　画　書
　申請者の概要等(項目を確認の上、記入してください。選択項目は、該当するものに☑してください。)
1　創業者（第二創業）の概要
	事業承継者の情報

	ふりがな
	
	生年月日
	年　　月　　日
（　　　　歳）

	申請者
	
	
	

	住所
連絡先
	〒　　　―　　　　

	
	TEL(      -       -       ) e-mail(                @        )

	法人名
（屋号）
	
	開業
法人設立日
	年　　　月　　　日

	資本金
(出資金)
	
	従業員数名
	名

	
	
	内パート・アルバイト
	名

	事業承継前

	フリガナ
代表者
	
	生年月日
	年　　月　　日
（　　　　歳）

	
	
	
	

	法人名
（屋号）
	
	開業
法人設立日
	年　　　月　　　日

	資本金
(出資金)
	
	従業員数名
	名

	
	
	内パート・アルバイト
	名

	[bookmark: OLE_LINK1]事業承継日
(予定日)
	　　年　　　月　　　日
※募集開始日の6月前から募集開始日以降6月以内かつ補助事業期間完了日までの間に事業承継が完了している必要があります。

	支援機関等相談実績
	

	創業塾
受講歴
	□【経営】（　　　年　月　日）□【財務】（　　　年　月　日）
□【労務】（　　　年　月　日）□【販路】（　　　年　月　日）
※受付票（受講証）のコピーを添付してください。


2　（第二）創業事業（計画）の概要
	事業形態
	□1.個人事業（□ 移住創業　　時期：　　年　　月　　日）
　　　　　　（移住前の住所：　　　　　　　　　　　 　）
□2.法人（　　　　　　　　　　　）

	創業の
目的・動機
	




	屋号・会社名（予定）
	

	創業予定日
（開業日・会社設立日）
	　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

	会社所在地
創業予定場所
	〒　　　　　　―　　　　　　
和歌山県橋本市

	主たる業種
	

	資本金又は出資金
	※法人設立の場合のみ記載


	役員・従業員
	1.常勤役員の人数　：　　　　　人（法人のみ記載）
2.従業員の数　　　：　　　　　人
⇒うち家族従業員　：　　　人　パート従業員　　人

	創業等をしようとする事業に関する経験
	期間
	略歴

	
	年　月～　　年　月
	

	
	年　月～　　年　月
	

	
	年　月～　　年　月
	

	創業等をしようとする業種に関する資格
	資格の名称
	取得状況（取得日）

	
	
	済（　　　　）・未

	
	
	済（　　　　）・未

	
	
	済（　　　　）・未

	創業等をしようとする事業に必要となる許認可
	許認可名称
	取得状況（取得日）

	
	
	済（　　　　）・未

	
	
	済（　　  　）・未

	
	
	済（　　　　）・未

	加算項目
（各10万円）
※1
	· Ｕ39加算
	補助実施年度の3月31日時点で満39歳以下の者

	
	· Hashi-Mo加算
	事業開始後に橋本市デジタル地域通貨Hashi-Moの加盟店となる者

	
	· 空き家バンク加算
	本市空き家バンクに登録された物件を事業用として購入又は賃貸借する者

	
	· 店舗賃貸借・購入加算
※2
	実績報告時までに居住地とは異なる住所に事務所・事業所を構える者

	
	· 移住者加算
	本要綱第2条第5項の規定に該当する者

	※1　なお、加算額については、「U39加算」、「Hashi-Mo加算」、「空き家バンク加算」、「店舗賃貸借・購入加算」、又は「移住者加算」のうち、該当する区分をいずれか二つまで選択して適用可能とする。
※2　「店舗賃貸借・購入加算」又は「空き家バンク加算」の区分において、賃貸借する場合は、借地借家法に基づく賃貸借契約を締結している場合に限る。
※3　購入の場合は、購入が証明できる書類を提出すること。


3　創業事業（計画）の内容
	1.事業のコンセプト・目的
	

	2.具体的な事業内容
	




	3.製品・サービスの概要
（具体的に分かりやすく）
	





	4.セールスポイント
自社製品やサービスの
強みについて
	4-1.自社製品やサービスの強み

	
	




	
	4-2.新規性・独創性（市内にない価値を提供できているか）

	
	



	
	4-3.競合他社・同業者・市内事業者との差別化

	
	





	
	4-4.地域ニーズ・地域貢献（市内ニーズ、地域課題など）

	
	





	5.ターゲット
販売戦略
	5-1.ターゲット（年齢、行動・属性など具体的に）

	
	





	
	5-2.ニーズ（なぜ商品・サービスを必要とするか）

	
	




	
	5-3.価値の提供方法（ニーズにどう対応するか）

	
	





	
	5-4.販売方法・サービス提供方法

	
	





	
	5-5.価格設定

	
	





	
	5-6.どれくらいの規模か（市場規模）

	
	





	
	5-7.販売促進・PR方法（どう広めていくか）

	
	




	6.経営環境分析
競合・市場など企業を
取り巻く状況

※市場性や成長性など、データを用いて具体的に

	6-1.社外（店外）環境の動向

	
	【社会・業界】
⇒市場動向、市場規模、業界のトレンド、社会的規制など




	
	【顧客】
⇒顧客の志向、動向、リピート率、客単価、取引先企業の変化等




	
	【競合】
⇒競合の規模、競合との類似性、競合との距離、競合数など




	
	【立地】
⇒国道沿い、交通量、通過客、家賃、周辺環境など




	
	6-2.社内（店内）環境の動向

	
	【ヒト】
⇒経営者、従業員、給与動向、組織体制、人材育成等




	
	【モノ・サービス】
⇒品質、価格、流通ルート、販促、付加価値、希少性等




	
	【お金】
⇒設備資金、運転資金、借入の状況、スポンサー、取引金融機関等




	
	【ノウハウ・情報】
⇒ノウハウ・研究開発・商品開発体制・ICT利活用当




	7.雇用の創出
	※将来的に雇用を創出する可能性があるか記載してください。また、雇用を創出した場合に考えられる雇用形態（正社員かアルバイトか等）及びその人数も合わせて記載してください。




	
8.今後の事業計画
【2】～【6】を参考に強みなどを踏まえて記入してください。

	今後の方向性（ビジョン）

	
	




	
	創業2年以内での具体的施策

	
	



	
	3-5年での成長計画

	
	






4　事業の見通し　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
	販売先
	

	仕入先
	

	外注先
	

	
	

	項　　目
	1年目
（　　　年　　月～
　　　　　　　年　　　月）
	2年目
（　　　年　　月～
　　　　　　　　年　　　月）

	売上高①
	
	

	売上原価②
	
	

	売上総利益③(①－②)
	
	

	経費
	人件費
	
	

	
	家賃
	
	

	
	支払利息
	
	

	
	水道光熱費
	
	

	
	通信費
	
	

	
	広告宣伝費
	
	

	
	その他
	
	

	
	合計④
	
	

	営業利益 ⑤(③－④)
	
	

	1年目の売上高、売上原価、経費の計算根拠
（具体的に、なぜその金額なのか理由も明白に）　






	2年目の売上高、売上原価、経費の計算根拠
（具体的に、なぜその金額なのか理由も明白に）






	※売上の計算根拠は別紙でも可能。



5　資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	必要な資金
	金  額
	調達の方法
	金  額

	設備資金
	(内容)



	
	自己資金
	

	
	
	
	金融機関からの借入金
	

	
	設備資金の合計
	
	その他
	

	 運転資金
	(内容)



	
	
	

	
	運転資金の合計
	
	補助金交付希望額
	

	合     計①
合計額①と②が同じ金額になるように記載してください。
	
	合     計②

	


※補助対象になる経費のみではなく、創業にかかる必要資金を全て記載してください。

6　橋本商工会議所・高野口町商工会確認
[bookmark: _GoBack]本事業計画書の項目1～5の内容を確認しました。
	機関名
	
	
	確認印

	担当者名
	
	
	

	連絡先
	
	
	

	確認日
	
	
	




